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■はじめに 

 

「総合評価方式」は，公共工事の減少等を背景に過度な低価格競争により生じた公

共工事の品質低下が懸念される事態を是正するため平成１７年４月に施行された「公

共工事の品質確保の促進に関する法律」（品確法）により，価格に加えて品質を含めた

総合的な評価により落札者を決定する入札方式として，全国的に導入が進められてい

ます。 

導入された国や自治体では，これまでの取り組みにおいて，施工品質の向上のほか，

円滑な工事進捗，安全対策の向上など様々な効果が現れており，工事の品質確保に有

効であることが確認されています。 

本ガイドラインは，本企業団の総合評価方式（試行）について理解を深めていただ

くため，総合評価方式に関する基本的な取り決めや技術評価基準，具体的な手続きに

関する解説として取りまとめました。 

総合評価方式は，工事の品質確保に有効であり，導入により様々な効果が現れてい

ます。今後も，関係者の意見等を踏まえ，更に総合評価方式を本企業団に適したより

良い制度に育てていきたいと考えています。 

本企業団の総合評価方式（試行）の取り組みにご理解とご協力をお願いします。 
 

 

 

 

   

〇本ガイドラインに記載の内容は，令和７年４月１日以降に入札公告する 

    案件に適用していきます。それ以前に入札公告した案件については， 

従前の基準等によります。 
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１－（１）総合評価方式とは 

「総合評価方式」は，平成１７年４月に施行された「公共工事の品質確保の促

進に関する法律」（品確法）により導入が進められた契約方式です。 

通常の契約では，価格のみの比較により落札者を決定しますが，「総合評価方式」で

は，価格に加えて，品質を含めた総合的な評価により落札者を決定します。 
 

《従来》 《総合評価方式》 

 
 

＆ 

 
・価格と品質を総合的に評価 

 

 

 

 

「品質」とは，工事目的物そのものはもとより，工事の効率性，安全

性，環境への配慮等の工事そのものの質も含まれます。 

また，工事の「品質」を確保するためには，これまで実施した工事の

成績や，同種工事の実績，配置予定技術者の能力，あるいは，当該地域

の自然的・社会的条件について熟知していることも必要な要素であると

考えています。 

そこで，「品質」の評価にあたっては，技術提案や施工上の工夫における

提案のほか，工事成績や同種工事の経験，社会貢献等の取組等についても対

象とします。 

 

（評価する内容） 

• その工事に対する新しい施工方法や施工上の工夫などの技術提案 

• 工事の品質・安全管理・環境への配慮等に係る施工上の提案 

• 下請，資材調達に係る地場企業の活用 

• 同種工事の施工実績，工事成績等の企業の施工能力 

• 配置予定技術者の資格の保有状況，施工経験 

• 本店所在状況等による社会貢献・地域貢献 

• 競争入札参加停止措置状況による企業の信頼性・社会性 

価格 価格 品質 
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１－（２）導入の効果 

総合評価方式の導入により，以下の効果が期待されます。 

 

 

技術提案等の評価が落札要件となることから，公共工事の品質向上が

図られる。 

技術提案や施工能力等を評価することにより，企業の技術力向上への
意欲を高め，ひいては技術力の向上につながる。 

くじ引きによる落札者決定の回避に効果的である。 

（同価格入札の場合，技術評価点の高い入札参加者が落札する） 

価格と品質という２つの基準で評価するため，より談合防止に効果が 

ある。 

など 
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２－（１）総合評価方式の型式 

総合評価方式においては，工事の規模や内容に応じて，技術提案型，標準型のい

ずれかを適用します。  

■総合評価方式型式選定表 

 

   対象工事に適用する型式は，上記表を基本として選定しますが，工事の特殊

性などによりこれにより難い場合は，別途，型式を選定する場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

型式 対象

標準型 予定価格１億円以上の工事

技術提案型 予定価格５億円以上、かつ、技術的工夫の余地が大きい工事

 

（標準型） 

一定規模の工事に適用し，施工上の基本的事項に関する提案，企業の施工能力

や配置予定技術者の能力等により，「品質」の評価を行います。 

※一定規模の工事とは，予定価格１億円以上の工事を対象 

（技術提案型） 

技術的工夫の余地が大きい工事に適用し，技術提案などの提案，企業の施工能

力や配置予定技術者の能力等により，「品質」の評価を行います。 
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２－（２）評価項目・配点の関係 

① 技術評価項目の区分 

「品質」の評価項目（以下「技術評価項目」）については，以下のように区分し

ます。 

 

② 技術評価項目・配点の設定の考え方 

各工事の「落札者決定基準」となる技術評価項目や配点の設定の考え方は，以

下のとおりです。 

 

 

・技術提案 ：工事目的物の性能・機能の確保や品質管理，安全管理，環境への 

配慮等の施工技術に関する提案 

・施工上の提案 ：工事の品質・安全管理・環境への配慮に関する施工上の提案 

・地場企業の活用 ：下請や資材調達における地場企業の活用に係る提案 

 

・企業の施工能力 ：工事成績の実績，同種工事の施工実績など 

・技術者の能力 ：配置予定技術者の資格の保有状況，施工経験 

・社会貢献・地域貢献 ：本店所在状況，障がい者雇用，環境保全の取り組みなど 

・企業の信頼性・社会性：競争入札参加停止措置状況 

 

◆ 技術評価項目・配点の設定の考え方 

技術評価項目・配点については，技術的工夫の余地が大きい大型案件等

は，「提案項目」を重視した構成とし，簡易な工事や少額の工事につい

ては，「企業評価項目」を重視した構成とします。 

個別工事の技術評価項目・配点は，学識経験者で構成される「福岡地区水道

企業団総合評価技術審査委員会」での審議を経て決定します。 
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③ 評価項目・配点の関係 

各型式の技術評価項目と配点（加算点）については，以下の表のとおりとなり

ます。 

■評価項目・配点の関係 

 

 なお，提案項目の設問数については，工事内容等に応じて設定します。 

 

 

 

 

技術提案型 標準型

性能・機能の確保

品質管理，安全管理

環境への配慮等の

施工技術に関する提案 （提案１～４問）

品質管理，安全管理

環境への配慮

に関する施工上の提案 （提案２問）

地場企業への下請計画

地場企業からの資材調達計画

工事成績，同種工事の施工実績，

品質管理，安全管理等

資格の保有状況，

同種工事の施工経験

本店所在地、障がい者雇用・環境保全・

消防団協力・協力雇用主の取組

21.0～56.0 17.0～22.0配点（加算点）

〇

〇

〇

〇

〇

技術者の能力

社会貢献・地域貢献

企業の施工能力 〇

〇

施工上の提案

〇競争入札参加停止措置状況

地場企業の活用

区分

提
案
項
目

技術提案

〇

企
業
評
価
項
目

〇企業の信頼性・社会性

〇

〇

型式
技術評価項目
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２－（３）落札者の決定方法 

① 総合評価の方法 

■ いずれの総合評価の型式（技術提案型，標準型）においても，除算方式と

呼ばれる以下の算式により評価値を算出します。この「評価値」の最も高い

者が，落札候補者となります。 
 

（※「入札価格」は，入札説明書等に示す「入札金額」と同じ。以下同じ） 
 

• 「標準点」は，入札参加資格及び設計図書等の最低限の要件を満たす入札参加者   全

てに１００点を与える。 

• 「加算点」は，「品質」の評価により，０～５６点の範囲で加点 

• 算出する評価値は小数第４位（５位以下切り捨て）とする。  

また「α」は数値調整のための係数であり，以下のとおり 

・予定価格 10 億円以上の場合，α＝1,000,000,000（10 億） 

・予定価格１億円以上 10 億円未満の場合，α＝100,000,000（1 億） など 

 
② 落札候補者の決定方法 

■ 入札価格が予定価格の制限の範囲内のもののうち，評価値の最も高い者を落

札候補者とします。なお，評価値の最も高い者が２者以上あるときは，くじに

より落札候補者を決定します。 

■ ただし，低入札価格調査基準価格未満で入札した落札候補者に対しては，低

入札価格調査要領に基づく調査を行います。 

低入札価格調査には次に示す失格基準価格が設定されており，入札価格が

失格基準を下回ると落札候補者となることができません。 

 

   【低入札価格調査対象工事にかかる失格基準価格の算出方法】 

   失格基準価格 ＝ 基準比較価格 × 0.9９ に消費税を加えた額  

 
２－（４）総合評価方式（試行）の手続き 

総合評価方式の契約手続きは，通常の契約手続（一般競争入札）に加え，入札

参加者の技術提案等を評価する期間が必要です。 

また，入札参加者においても，技術提案書の作成・提出が必要となります。 

 
 × α 
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約1.5～ 
２ヶ月程 

総合評価方式（試行）による契約手続きフローは，以下のとおりです。 
 
 

 
 

 
・評価値を算定 

 
 

・落札者決定に関する審査 
（必要な場合開催） 

 

 

 
 

 
・最終結果を報告 

■見積，技術提案書の作成等 

・技術提案に係る質問・回答など 

入札書・技術提案書の提出 

◆技術評価 
 

福岡地区水道企業団総合評価委員会 

（企業団内部） 

・技術提案書の評価 

 
福岡地区水道企業団総合評価技術審査委員会 

（学識経験者） 

・評価結果を確認 

・評価者以外で構成する委員会 
で，技術評価点等の審査を行う 

・通常の入札手続きに加え， 

技術評価に要する期間が必要 

 

福岡地区水道企業団総合評価技術審査委員会 

（学識経験者） 

◆落札者決定基準の決定 

地方自治法施行令第167条10の2に基づき，
学識経験者の委員会へ諮り決定 

 

福岡地区水道企業団総合評価技術審査委員会 

（学識経験者） 

・落札者決定基準の審議・決定 

設計書起工 

・（制限付）一般競争入札  

福岡地区水道企業団総合評価技術審査委員会 

（学識経験者） 

落札者決定・契約 
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３－（１）技術評価項目と配点 
「技術評価項目」及び配点は，以下の表を基本としますが，個別工事に係る評価

項目・配点は「福岡地区水道企業団総合評価技術審査委員会」（学識経験者）での審議

を経て決定します。 

○ P.11

△ △ P.16

△ △ P.17

小計 小計 —

○ ○ P.19

○ ○ P.20

○ ○ P.21

△ △ P.22

△ △ P.22

△ △ P.23

○ ○ P.24

○ ○ P.25

○ ○ P.26

企
業
の

信
頼
性
・

社
会
性

○ ○ P.30

—

—

小計 小計 —

計 計 —

掲載箇所

P.11

1

1

1 1

標準型

1

1

１～4問
設問

(1問10点)

10～40

—

— ２問
(1問3点)

企
業
評
価
項
目

・障がい者雇用
　（障がい者雇用率4.6%の達成状況）
・環境保全の取組
　（ISO14001又はエコアクション21の取組状況）
・協力雇用主
　（保護観察対象者等の雇用）
・消防団協力
　（消防団協力事業所の認定）

品質管理への取り組み（ISO9001取得状況） 1

建設業労働災害防止協会加入状況 1

競争入札参加停止措置状況 -2

同種工事の施工経験
（現場代理人、主任技術者の経験も含む）

1

受注工事件数 1

企
業
の
施
工
能
力

同種工事の施工実績 1 1

合計
21.0

～
56.0

17.0
～

22.0

企業評価項目の配点
11.0

～
14.0

11.0
～

14.0

選択項目（△）配点／項目数 0～3点/3項目 0～3点/3項目

必須項目（○）配点 11.0 11.0

-2

○ 2 ○ 2

1

技
術
者

の
能
力

資格の保有状況
（監理技術者資格の保有期間など）

1 1

提案項目の配点 10～42 6～8

工事成績優良業者の表彰実績 1 1

分類 技術評価項目

型式別配点

技術提案型

工事成績の実績 4 4

提
案
項
目

技
術
提
案

・性能・機能の確保に関するもの
・品質管理
・安全管理
・周辺環境への配慮
・その他（施工上配慮すべきこと）

※上記より各工事で留意すべき事項について設問

○

施工上の提案
（品質管理、安全管理、環境への配慮）

地場企業からの資材調達計画

地
場
企
業

の
活
用

地場企業への下請計画 1

P.27

本店所在地
（本市名簿登載期間で評価）

1 1
社
会
貢
献
・
地
域
貢
献

 

※ 「〇」は必須項目，「△」は選択項目 
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３－（２）提案項目 

①  技術提案 

技術提案は，「技術提案型」で対象となり，１～４問設定します。 

その工事に対する新しい施工方法や施工上の工夫等を求めることにより，民間企

業の優れた技術力を活用し，工事の品質向上を図ります。 

 

 

 （求める提案の具体例） 

・ コンクリート躯体のひび割れ防止策 

・ 推進工法等における急曲線部等の確実な施工方法 

・ 機器の維持管理性の向上（電気・機械設備など） 

・ 施工中の近隣住民への配慮（騒音等の防止策） 

・ 施工中の一般交通車両，歩行者等への配慮   など 

 

②  施工上の提案 
 

施工上の提案は，「標準型」で対象となり，２問設定します。 

公共工事を実施する上で，共通して要求される重要事項である「品質」，「安

全」及び「環境」について，発注者側があらかじめ特定する場面において，「最も

注意すべき事項」と「具体的な対応策」を求めることにより，より適切かつ確

実な施工を実現し，工事の品質向上を図ります

求める内容 配　点 回答様式

性能・機能の確保
に関するもの

工事目的物の性能・機能を確保するため
の施工上の工夫　など

品質管理
品質管理の実効性を高めるための施工上
の工夫　など

安全管理
安全管理を図るための施工上の工夫　な
ど

環境への配慮
騒音・粉塵防止のための施工上の工夫
など

その他
施工上の想定される課題に対する施工上
の工夫　など

技術評価項目

技術提案 １問 10点 様式３

求める内容 配　点 回答様式

品質管理
品質管理について最も注意すべき点
と，その対応策

安全管理
労働災害や公衆災害について最も注意
すべき点と，その対応策

環境への配慮
騒音・振動・粉じん等の影響につい
て、最も注意すべき点と，その対応策

技術評価項目

施工上の提案 １問 ３点 様式４
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（求める提案の具体例） 

• 「コンクリート工」における品質管理について，工事目的物の品質確保の

観点から，最も注意すべき事項と，具体的な対応策 

• 「掘削工」における安全管理について，労働災害や公衆災害防止の観点か

ら，最も注意すべき事項と，具体的な対応策 

・「掘削工」における環境への配慮について，騒音・振動・粉じん等の影響

の観点から，最も注意すべき事項と，具体的な対応策 

上記のように「 」内の場面を特定し，品質，安全及び環境への配慮に係る

提案を求める。 

 

「提案項目」（技術提案・施工上の提案）に関する技術提案書作成上の留意点は， 

以下のとおりです。 
 

◆ 「提案項目」の提案作成上の留意点（共通） 
 

提案が加点対象となる場合，履行義務が発生します。また，提案内容の設

計変更は原則として行いません。十分留意の上，提案を行って下さい。 

 

設計条件や現場状況等を考慮し，提示される着目点等を踏まえた標準案（設   

計書・仕様書，関係法令に基づき行うべき内容）を上回る提案（追加提案） 

を記載して下さい（諸条件は各工事の「技術提案書提出説明書」で要確認）。 
 

提案内容は，履行の確認ができるものとし，具体的に記載して下さい。 
 

標準案に基づき施工を行なう場合にも，施工内容を記載して下さい。 

 

技術提案書の評価は，提出者名を伏せて行うため，提案内容に提出者が特

定できる内容を記載しないで下さい。記載がある場合，該当箇所を消去し評

価するため，本来の評価が得られず，低い評価点となることがあります。 

特に，以下のような提案は履行の点で注意が必要です。 

・評価のため，無理に工程短縮日数を計上する提案 

・入手困難な特殊な資材等を使用する提案 など 

（提案者が特定できる事例） 

・提案者が特定できる工法名（特許番号なども）等を記載 

（可能な限り一般的な表現を用いる） 

・提案者が特定できる施工実績（工事名，発注者等）を記載 

（博多湾大橋新設工事（福岡市発注），などの表現） 

上記のほか，「技術提案」や「施工上の提案」においては，それぞれ以下

の点に留意して下さい。 
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◆ 「技術提案」の提案作成上の留意点（技術提案型） 
 
 

 それぞれの提案については，以下のとおり審査を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提示される着目点を踏まえた追加提案を「○」とし，加点対象として評価

します。設計書・仕様書等との違いを明確に記載して下さい。ただし，工事

目的物の基本的な形状，規格等を変えるような過度な提案等は加点対象とし

ません。また，評価にあたっては，履行の確実性を考慮します。 

（→ 「○」（追加提案）としない提案については，Ｐ１５参照） 

 
 
 
 
 
 
 

 提案数には制限があります（各評価項目で提案数は５つ以内）。明らかに

制限数を超えて記載した場合，評価対象とはなりません。 
 

 参考図面等の補足資料を添付する場合，Ａ３サイズ１枚（片面）まで可

能。 

・○ ： 追加提案（加点対象。履行義務あり） 

・△ ： 着目点を踏まえているが，標準案の範囲に留まる 

     （加点なし。履行義務なし） 

・－ ： 着目点を踏まえていない，「追加提案」としない提案に該当す

る，履行の具体性や実現性が不明確等 

（加点なし。履行義務なし） 

・× ： 採用できない（加点なし。履行義務なし） 

補足資料に関しては，特に以下に留意して下さい。 

・あくまで技術提案書の補足であり，余分な提案等を書き込まないこと。 

・記載内容は履行対象となるため，実現性等に十分留意すること。 

・規定(Ａ３片面で１枚)を超過して添付した場合，当該項目は加点なしとし

ます。 

・「○」を加点対象とし，各入札参加者の提案を相対的に比較し，評価

を行います。このため，同じ提案内容であっても入札に参加する工事に

よって加算点は変わります（加算点は小数第４位四捨五入で算出）。 
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◆ 「施工上の提案」の提案作成上の留意点（標準型） 
 

①「最も注意すべき事項」について 

記載内容については，以下のとおり審査を行います。 

提示される条件に基づき，「最も注意すべき事項」について，その理由も含め

記載します。記載内容が妥当である場合は「○」，提示条件に基づいてない場

合など，不適当である場合は「×」となります。 

  
 

②「具体的な対応策」について 

①で記載した「最も注意すべき事項」を踏まえた「具体的な対応策」を記

載します。それぞれの提案については，以下のとおり審査を行います。 
 

・○ ： 追加提案（加点対象。履行義務あり） 

・△ ： 「最も注意すべき事項」を踏まえているが，標準案の範囲に

留まる提案（加点対象。履行義務あり） 

・－ 

 

 

 

・× 

： 

 

 

 

： 

「最も注意すべき事項」が不適当，「最も注意すべき事項」を

踏まえていない，「追加提案」としない提案に該当する，履行の

具体性や実現性が不明確等 

（加点なし。履行義務なし） 

採用できない（加点なし。履行義務なし） 

「具体的な対応策」について「最も注意すべき事項」を踏まえた追加提案

を「○」，「最も注意すべき事項」を踏まえているが標準案の範囲に留まる提

案を「△」とし，それぞれ加点対象として評価します。 

（→ 「○」（追加提案）としない提案については，Ｐ１５参照） 

「最も注意すべき事項」が不適当であった場合や，「最も注意すべき事項」

を踏まえていない提案，提案の具体性や実現性が不明確な提案，「追加提案」

としない提案に該当する提案は「－」とし，現場条件等により採用できない提案

は「×」として評価します。 

 

（①，②共通） 

記載数と文字数には制限があります（①，②とも１つずつ記載。文字数など

詳細は技術提案提出説明書による）。明らかに制限数を超えて提案等した場合，

加点対象としない（－や×）等の取り扱いとなります。 

・「○」の場合，加点評価し，加算点１点を付与 

・○ ： 記載内容が妥当（加点対象） 

・× ： 記載内容が不適当（加点なし） 

・「○」の場合，加算点２点，「△」の場合，加算点１点を付与 
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■「追加提案」としない提案について 

以下のような提案は，追加提案として評価しません。提案書作成の際は十分留

意して下さい。 

 

■「追加提案」としない提案（例） 

 １．工事目的物を変える等過度な提案 

・図面，仕様書等で明示している工事目的物の基本的な形状，規格等の変更を 

要する提案 

・過度な効果を実現するための提案，社会通念上，明らかに利益を度外視した

過度なコストを要する提案 

２．履行の具体性や実現性が不明確な提案 

・「～努力する」，「～目標とする」と記載されるなど，履行の具体性に欠ける

提案 

・提案の実施にあたり，他機関及び他工事との調整，第３者との調整・協力等

が前提となるため，実現性が不明確な提案 

・表現が抽象的で，実施するための方法や基準，場所，時期，頻度，実施量な

どが不明確な提案。 

３．提案の条件を満たしていない提案，その他評価できない提案 

・着目点を踏まえていない提案 

・１つの提案の中に複数の提案内容が含まれる提案 

・提案の制限数を超える提案 

・所定の記載欄以外に記載されている提案（補足資料中の提案など） 

・現場条件等により採用できない提案 
 

 

■ 標準案の範囲に留まる提案について 

以下のような提案は，標準案の範囲に留まる提案となります。提案書作成の際は

十分留意して下さい。 

■ 標準案の範囲に留まる提案（例） 

・設計図書（設計書，仕様書など）に示された内容と同等の提案 

・関係法令に基づき，遵守義務がある提案（現場管理や安全管理，労働安全衛

生等に関する提案） 

・一般的な法令・規則の遵守に関する提案（飲酒運転やポイ捨て禁止など） 
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③ 地場企業の活用 
 

地場企業の活用は，全ての型式で対象となる，選択評価項目となります。２ 

つの項目からなり，下請や資材調達において，地場企業の活用を促すための評

価項目となります。 

 

下請計画や資材調達計画に関し提案を受け，評価を行います。また，技術提

案等と同様，提案内容に関しては履行義務があります。 

 

Ⅰ．地場企業への下請計画 

工事契約予定額に占める，地場外企業への下請額の割合が低い者を優位に評

価します。 
 

【留意点等】 

評価にあたっての諸条件は各工事の「技術提案書提出説明書」で必ず確認して下

さい。 

• 上記「地場外への下請予定額割合」を提示していただき，その割合に応じ，加 点

評価します。 
 

• 加点評価された場合，落札者となった者は，提示した「地場外への下請予

定額割合」以内で履行しなければなりません。不履行の場合，技術提案等

と同様，ペナルティが発生します。 

• 元請（JV の場合，構成員を含む）が地場外であっても，自社施工分は「地

場外への下請予定額」には含みません。 

• 例えば，A 工事を一次下請として地場外企業が受注し，その一部を地場企業

が二次下請として受注しても，上位注文者が地場外企業であるため，この場

合，A 工事は全て地場外企業への下請額とみなします（次ページ参照）。 

区分 適用 技術評価項目 配点

Ⅰ．地場企業への下請計画 1

Ⅱ．地場企業からの資材調達計画 1
地場企業の活用 選択

評価 適用
項目 回答様式

・当該工事において，請負予定額に占める地場外への下請予定額の
割合（整数止め。小数点以下を切上）が低い者から下記のとおり段
階的に評価    【６段階】

　地場外への下請額割合＝ 配点の重み
　（地場外への下請予定額）/工事請負予定額×100％ 選択

Ａ : 1.00
　Ａ : ０％から２％以下 Ｂ : 0.80
　Ｂ : ２％を超え５％以下 Ｃ : 0.60 様式6-1
　Ｃ : ５％を超え１０％以下 Ｄ : 0.40
　Ｄ : １０％を超え１５％以下  E：0.20
　Ｅ : １５％を超え２０％以下  F：0.00
　Ｆ : ２０％を超えるもの

評価内容 配点 配点区分

地
場
企
業
へ
の

下
請
計
画

１点
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〈地場外への下請額割合の算出事例〉 

 

 

Ⅱ．地場企業からの資材調達計画 

各工事の主な工事資材の内，あらかじめ指定する資材を地場企業から調達す

る場合，評価します。 

 
 

【留意点等】 

評価にあたっての諸条件は各工事の「技術提案書提出説明書」で必ず確認

して下さい。 

あらかじめ指定する工事資材について，全てを地場企業が製造した資材を

使用すると計画した場合，加点評価します。ただし，商社等を通じ調達する

場合は，商社等が地場企業であり，かつ，対象資材が地場企業により製造さ

れていれば加点対象となります。加点評価された場合，落札者となった者には履

行義務が生じます。不履行の場合，技術提案等と同様，ペナルティが発生しま

す。 

評価 適用
項目 回答様式

・当該工事において，指定する工事資材について，地場企業が製造
した資材を使用する場合，評価    【２段階】

選択
　Ａ : 指定資材について，全て地場企業の製造資材を使用 配点の重み
　Ｅ : それ以外

Ａ : 1.00 様式6-2
 E：0.00

評価内容 配点 配点区分

地
場
企
業
か
ら
の

資
材
調
達
計
画

１点
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３－（３）企業評価項目 

企業評価項目は，すべての形式で対象となります。 

「企業の施工能力」，「技術者の能力」，「社会貢献・地域貢献」，「企業の信頼 

性・社会性」において，定量的に入札参加者の技術的能力を評価し，工事の品 

質向上を図ります。 

 

各評価項目の加算点は，小数第４位四捨五入で算出します。 

なお，以下に各評価項目の留意点等を記載しています，評価基準などの諸

条件については，各工事の入札公告時に示される「技術提案書提出説明書」を十

分確認して下さい。 

 
① 企業の施工能力 

 

「企業の施工能力」に関する評価項目は，必須項目3項目，選択項目3項目

です。 
 

 

 
  

配点

各形式共通

ⅰ．同種工事の施工実績 1

ⅱ．工事成績の実績 4

ⅲ．工事成績優良業者の表彰実績 1

ⅳ．受注工事件数 1

ⅴ．品質管理への取組み 1

ⅵ，建設業労働災害防止協会加入状況 1

区分 適用 技術評価項目

企業の
施工能力

必須

選択

 

〇 企業評価項目は，大きく４つに区分されます。 

① 工事成績の実績，同種工事の施工実績などによる「企業の施工能力」 

② 配置予定技術者の資格の保有状況，施工経験による「技術者の能力」 

③ 本店所在状況，障がい者雇用・環境保全の取り組みなどによる「社会  

④ 競争入札参加停止措置状況による「企業の信頼性・社会性」 
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ⅰ．同種工事の施工実績 

一定期間内に同種工事の施工実績のある者を優位に評価します。 

 
 

 

【留意点等】 

評価にあたっての諸条件は各工事の「技術提案書提出説明書」で必ず確認

して下さい。 

• 工事毎に設定される同種工事の条件を満足するＣＯＲＩＮＳ登録工事が対

象です。 

• 本企業団工事に限らず他官庁等の工事も対象に含まれます。また，過去の 

JV 工事における構成員の実績も対象に含まれます。 

• 同種工事の条件を満足することを確認できるＣＯＲＩＮＳの工事カルテの

該当箇所の写し，ＣＯＲＩＮＳの工事カルテで確認できない場合はＣＯＲ

ＩＮＳの工事カルテの写し，及び別途確認できる資料（契約図書において，

同種工事であることが分かる設計書・図面等の写しなど）の添付が必要で

す。 

評価 適用
項目 回答様式

・一定期間内における，工事毎に設定する同種工事の施工実績により
３段階評価

　　Ａ  ： ２件以上の実績あり
　　Ｃ　:  １件の実績あり    【３段階】
　　Ｅ  ： 実績なし

選択
（ＪＶの場合） 配点の重み
・構成員それぞれに加算点を算出し，その平均点をＪＶの加算点とす Ａ : 1.00 様式８
る  C：0.50

Ｅ：0.00
<評価対象>
・CORINS登録工事を基本とし，前年度までの１０年間及び当該年度
の入札公告日前日迄に完成した工事が対象

同
種
工
事
の

施
工
実
績

　
１点

評価内容 配点 配点区分

以下に該当する場合，当該工事の実績は無いものとみなす，などの取り扱い   

となりますので，十分留意して下さい。 

• ＣＯＲＩＮＳの写しが無い場合 

• ＣＯＲＩＮＳの工事カルテまたは別途資料により同種工事の条件を満足す

ることを確認できない場合 

• 対象外の工事が記載されている場合 等 
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ⅱ．工事成績の実績 

一定期間内の福岡地区水道企業団及び構成団体発注工事において，同一業種

で工事成績評定の良い者を優位に評価します。 

 
※構成団体とは，福岡都市圏の6市7町1企業団1事務組合を指す。 

【留意点等】 

評価にあたっての諸条件は各工事の「技術提案書提出説明書」で必ず確認

して下さい。 

• 対象工事の業種を限定しておりますので，ご注意下さい。例えば，建築  

工事の案件であれば，過去の建築工事の実績しか対象となりません。ま

た、構成団体発注工事については，評価対象となるか事前に企業団へ問

い合わせをお願いします。 

• 対象工事の金額を限定しておりますので，ご注意ください。詳細は各

工事の「技術提案書提出説明書」に記載しております。 

• 一般土木と管Ⅱ種は，同一業種として取扱い評価を行います。(企業団発注) 

• 管と管Ⅱ種は，別業種として取扱い評価を行います。(企業団発注) 

• 過去の JV 工事における構成員の実績も対象に含まれます。 

• 対象となる業種の工事成績の実績が３件未満の場合，該当分を全て記載し

て下さい。その場合，該当分の平均点で評価します。 

• 「工事成績評定通知書の写し」の添付が必要です。 

評価 適用
項目 回答様式

・一定期間内の同一業種の工事において，本企業団及び構成団体が
通知した任意３件の工事成績評定の平均点（小数３位四捨五入）を
算出し，下記のとおり評価。
　　Ａ：平均９５点以上

　　※平均６５点超～９５点未満は下記算出式により評価
　　　 平均80点越　　加算点＝3.0 ＋ 1.0 （平均点-80）/１５
　　　 平均80点以下　加算点＝3.0 ×（平均点-65）/１５

　　Ｅ：６５点以下または実績なし Ａ：4.00
～ 必須

（ＪＶの場合） 算出式
・構成員それぞれに加算点を算出し，その平均点をＪＶの加算点 により評価 様式７-１
とする。 ～

Ｅ：0.00
<評価対象>
・入札公告日の10年前の日が属する年度の４月１日から入札公告日
までに本企業団及び構成団体より工事成績評定通知書を交付（通知
日基準）された工事
・同一業種とは，入札公告をもって示した登録業種をいう。

評価内容 配点 配点区分

工
事
成
績
の
実
績

4点

以下に該当する場合，「Ｅ評価」とする，などの取り扱いとなりますので， 

十分留意して下さい。詳細は各工事の「技術提案書提出説明書」で確認。 

 

 

 等 
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ⅲ．工事成績優良業者の表彰実績 

一定期間内の福岡地区水道企業団及び構成団体の発注工事において，同一業

種で「工事成績優良業者」として表彰対象となった者を評価します。 

 

【留意点等】 

評価にあたっての諸条件は各工事の「技術提案書提出説明書」で必ず確認

して下さい。 

• 対象期間内に「福岡地区水道企業団工事成績優良業者表彰要綱」に基づき，

表彰の対象である旨，通知を受けた工事を対象とします。通知を受けても，

その後， 表彰対象から外れた工事は除きます。 

• 表彰日の翌日から入札公告日前日までの間に，競争入札参加停止の措置を

受けた期間がある場合は，評価対象となりません。 

• 対象工事の業種を限定しておりますので，ご注意下さい。例えば，電気工

事の案件であれば，過去の電気工事の実績しか対象となりません。な

お、構成団体発注工事については，評価対象となるか事前に企業団へ問

い合わせをお願いします。 

• 一般土木と管Ⅱ種は，同一業種として取扱い評価を行います。(企業団発注) 

• 管と管Ⅱ種は，別業種として取扱い評価を行います。(企業団発注) 
 

• 過去の JV 工事における構成員の実績も対象に含まれます。 

• 本企業団及び構成団体からの「表彰の対象である旨の通知の写し」の添付が必要

です。 

 

適用
回答様式

・一定期間内の同一業種の工事において，「工事成績優良業
者」として表彰対象となった者を評価
　　Ａ：表彰対象者
　　Ｂ：該当しない

（ＪＶの場合）
・構成員それぞれに加算点を算出し，その平均点をＪＶの加 【２段階】
算点とする。 選択

配点の重み
<評価対象> Ａ：1.00 様式7-2
・入札公告日前日までの２年間に，本企業団及び構成団体よ Ｅ：0.00
り工事成績優良業者として表彰の対象である旨通知（同通知
後，表彰の取り消しを通知されたものは除く）された工事
ただし、表彰日の翌日から入札公告日前日までの間に競争入
札参加停止の措置を受けた期間がある場合は，評価対象とし
ない。
・同一業種とは，入札公告をもって示した登録業種をいう。

の
表
彰
実
績

工
事
成
績
優
良
業
者

１点

評価
評価内容 配点 配点区分

項目

以下に該当する場合，「Ｅ評価」とする，などの取り扱いとなりますので， 

十分留意して下さい。詳細は各工事の「技術提案書提出説明書」で確認。 

 

 等 
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ⅳ．受注工事件数 

一定期間内の受注実績の少ない者を優位に評価します。 

 

【留意点等】 

評価にあたっての諸条件は各工事の「技術提案書提出説明書」で必ず確認し

て下さい。 

• 対象工事は，個別工事の「入札説明書（個別事項）」の「手持ち工事」また

は「落札状況」で指定する工事です。工事により対象が異なりますので， 

入札公告時に確認して下さい。 

 

ⅴ．品質管理への取り組み 

「ＩＳＯ９００１」の取得のある者を優位に評価します。 

 

【留意点等】 

評価にあたっての諸条件は各工事の「技術提案書提出説明書」で必ず確認して

下さい。 

評価 適用
項目 回答様式

・一定期間内の本企業団発注工事の契約件数（工事毎に設定）
により，3段階評価

　　Ａ  ： 契約無し
　   Ｃ　:  契約１件    【3段階】
　　Ｅ  ： 契約2件以上

選択
（ＪＶの場合） 配点の重み
・構成員それぞれに加算点を算出し，その平均点をＪＶの加 Ａ : 1.00 様式９
算点とする。 C：0.50

Ｅ：0.00
<評価対象>
・入札公告日直前の3年間に契約した当該登録業種の工事
（案件によっては別途設定。特命随意契約、単価契約除く）

評価内容 配点 配点区分

受
注
工
事
件
数

　
１点

評価 適用
項目 回答様式

・公告日時点における，ＩＳＯ9001の取得の有無により
２段階評価    【２段階】

　Ａ : 取得有り 配点の重み 必須
　Ｅ : 取得無し 様式10-1

Ａ : 1.00
（ＪＶの場合）  E：0.00
・構成員それぞれに加算点を算出し，その平均点をＪＶの加
算点とする。

評価内容 配点 配点区分

品
質
管
理
へ
の

取
り
組
み

　
１点

以下に該当する場合，「Ｅ評価」とする，などの取り扱いとなりますので， 

十分留意して下さい。詳細は各工事の「技術提案書提出説明書」で確認。 

 等 
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• ＩＳＯ９００１の「認証書（登録証）の写し」の添付が必要です。 

 

ⅵ．建設業労働災害防止協会加入状況 

建設業労働災害防止協会への加入者を優位に評価します。 

 

【留意点等】 

評価にあたっての諸条件は各工事の「技術提案書提出説明書」で必ず確認し 

て下さい。 

• 建設業労働災害防止協会が発行する「加入証明の写し」の添付が必要です。 

（当該年度に加入した日付，もしくは当該年度に加入している旨を証明

した日付が必要となります。） 

 

評価 適用
項目 回答様式

・当該年度４月１日から入札公告前日迄の間における，建設業
労働災害防止協会への加入状況により２段階評価    【２段階】

　Ａ : 加入 配点の重み 必須
　Ｅ : 未加入 様式10-2

Ａ : 1.00
（ＪＶの場合）  E：0.00
・構成員それぞれに加算点を算出し，その平均点をＪＶの加
算点とする。

評価内容 配点 配点区分

建
設
業
労
働

災
害
防
止
協
会

加
入
状
況

　
１点

以下に該当する場合，「Ｅ評価」とする，などの取り扱いとなりますので， 

十分留意して下さい。詳細は各工事の「技術提案書提出説明書」で確認。 

• ＩＳＯ９００１の「認証書（登録証）の写し」の添付漏れ 

• 有効期限が切れている場合 

• 取得の事実が確認できない場合 等 

以下に該当する場合，「Ｅ評価」とする，などの取り扱いとなりますので， 

十分留意して下さい。詳細は各工事の「技術提案書提出説明書」で確認。 

 

 

 等 
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② 技術者の能力 
 

「技術者の能力」に関する評価項目は，必須項目２項目からなり，２項目あ

わせて配置予定技術者の能力を評価します。 

 

配置予定技術者は，最大３名まで提示することが出来ますが，技術者ごとに， 

「ⅶ．資格の保有状況」と「ⅷ．同種工事の施工経験」をあわせた評価を行い， 

最も低い技術者の加算点を採用します。 

また，落札者となった場合，工事に配置する技術者は，提示した技術者の中から

必ず配置しなければなりません。 

 
 

ⅶ．資格の保有状況 

資格の保有期間が長い技術者を優位に評価します。 

 

【留意点等】 

評価にあたっての諸条件は各工事の「技術提案書提出説明書」で必ず確認

して下さい。 

• 「資格者証の写し」の添付が必要です。 
 

区分 適用 技術評価項目 配点

ⅶ．資格の保有状況 1

ⅷ．同種工事の施工経験 1
技術者の能力 必須

評価 適用
項目 回答様式

・入札者が提示する配置予定技術者（最大３人まで提示可）の
監理技術者資格者証の保有期間（公告日時点）により３段階で    【３段階】
評価。複数名を提示した場合，「同種工事の施工経験」とあわ 必須
せ最も評価が低い技術者の加算点とする。 配点の重み

様式11
　Ａ : ５年以上保有 Ａ : 1.00
　Ｃ : ３年以上保有 Ｃ：0.50
　Ｅ : それ以外  E：0.00

評価内容 配点 配点区分

資
格
の
保
有
状
況

　
１点

以下に該当する場合，「Ｅ評価」とする，などの取り扱いとなりますので， 

十分留意して下さい。詳細は各工事の「技術提案書提出説明書」で確認。 

 

 

 等 
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ⅷ．同種工事の施工経験 

同種工事の施工経験を有する技術者を優位に評価します。 

 
 

【留意点等】 

評価にあたっての諸条件は各工事の「技術提案書提出説明書」で必ず確認

して下さい。 

• 工事毎に設定される同種工事の条件を満足するＣＯＲＩＮＳ登録工事が対

象です。 

• 本企業団工事に限らず他官庁等の工事も対象に含まれます。また，過去の 

JV 工事における構成員の実績も対象に含まれます。同種工事の条件は，「企

業の施工能力」の「同種工事の実績」の条件と同じです。 

• 施工経験とは，監理技術者，主任技術者，現場代理人のいずれかで携わっ

た工事が対象です。それ以外の施工経験は対象外ですので，ご注意下さい。 

• 同種工事の条件を満足することを確認できるＣＯＲＩＮＳの工事カルテの

該当箇所の写し，工事カルテで確認できない場合は，ＣＯＲＩＮＳの工事

カルテの写し，及び別途確認できる資料（契約図書において，同種工事で

あることが分かる設計書・図面等の写しなど）の添付が必要です。 

評価 適用
項目 回答様式

   【２段階】

配点の重み
Ａ : 1.00
Ｅ：0.00

必須

様式11

評価内容 配点 配点区分

同種工事の
施工経験

全型式
１点

・入札者が提示する配置予定技術者（最大３人まで提示可）の一定期間内
の同種工事（期間、対象は企業の施工能力での同種工事と同じ）の監理技
術者，主任技術者または現場代理人としての施工経験の有無により，２段
階評価。複数名を提示した場合，「資格の保有状況」とあわせ最も評価が
低い技術者の加算点とする。
　　A：施工経験有り
　　E：施工経験無し

以下に該当する場合，当該工事の実績は無いものとみなす，などの取り扱い   

となりますので，十分留意して下さい。 

• ＣＯＲＩＮＳの写しが無い場合 

• ＣＯＲＩＮＳの工事カルテまたは別途資料により同種工事の条件を満足す

ることを確認できない場合 

• 監理技術者，主任技術者，現場代理人のいずれかで携わったことが確認で

きない場合 

• 対象外の工事が記載されている場合 等 
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③ 社会貢献・地域貢献 
 

「社会貢献・地域貢献」に関する評価項目は，必須項目が２項目です。 

 

 

ⅸ．本店所在地 

本店が地場内に所在し，福岡地区水道企業団競争入札有資格者名簿に登載され

た期間が長い者を優位に評価します。 

※地場とは，福岡都市圏の10市7町を指す。 
  

 

【留意点等】 

評価にあたっての諸条件は各工事の「技術提案書提出説明書」で必ず確認

して下さい。 

• 福岡地区水道企業団競争入札有資格者名簿に登載された期間は，地場企業

として継続して登載されている期間ですので，ご注意下さい。 

 

 

 

区分 適用 配点

1.0

ⅹ．障がい者雇用の取り組み
　　（障がい者雇用率4.6%の達成状況）

ⅺ．環境保全の取り組み
　　（ISO14001又はｴｺｱｸｼｮﾝ21の取得状況）

ⅻ．保護観察対象者等の雇用の取り組み
　　（協力雇用主としての登録と雇用状況等）

xiii．消防団協力支援の取り組み
　　（消防団協力事業所の認定状況）

2.0
(各0.5)

技術評価項目

社会貢献・地域貢献 必須

ⅸ．本店所在地

社会貢献・地域貢献【地場企業】

以下に該当する場合，「Ｅ評価」とする，などの取り扱いとなりますので， 

十分留意して下さい。詳細は各工事の「技術提案書提出説明書」で確認。 

• 事実と異なる記載が判明した場合 等 

評価 適用
項目 回答様式

・公告日において福岡都市圏（10市7町）に本店を有し，かつ
本企業団競争入札有資格者名簿への地場企業としての継続登載
期間により３段階評価

   【３段階】
　Ａ : 本店所在かつ名簿登載期間１０年以上
　C : 本店所在かつ名簿登載期間１０年未満 配点の重み
　Ｅ : 本店所在せず 必須

Ａ : 1.00
C : 0.50 様式12
 E：0.00

（ＪＶの場合）
・構成員それぞれに加算点を算出し，その平均点をＪＶの加算
点とする。

本
店
所
在
地

評価内容 配点 配点区分

　
１点
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ⅹ．障がい者雇用の取り組み 

本店が地場内に所在し，障がい者雇用率 4.6％を達成している者を優位に評価

します。 

 
 

【留意点等】 

評価にあたっての諸条件は各工事の「技術提案書提出説明書」で必ず確認

して下さい。 

・障がい者雇用の取り組みについては，「障がい者雇用状況報告書」など，障

がい者雇用が証明できる書類の添付が必要です。 

 

 ⅺ．環境保全の取り組み 

本店が地場内に所在し，「ISO14001」又は「エコアクション21」の取得の 

ある者を優位に評価します。 

 
 

 

 

 

 

評価項目 評価内容 最大配点 配点区分
適用

回答様式

障がい者雇用
の取り組み

・公告日時点において、本店が地場内に所在し、
障がい者雇用率４.6％の達成状況により２段階評
価

A：障がい者雇用率　４.６％以上
E：障がい者雇用率　４.６％未満

０.５点
【２段階】
A：0.50
E：0.00

必須

様式13
（ＪＶの場合）
・構成員それぞれに加算点を算出し、その平均点
をＪＶの加算点とする。

評価項目 評価内容 最大配点 配点区分
適用

回答様式

環境保全の
取り組み

・公告日時点において、本店が地場内に所
在し、ＩＳＯ１４００１又は、エコアク
ション２１の取得状況の取組状況により２
段階評価

A：取組みあり
０.５点

【２段階】
A：0.50
E：0.00

必須

様式１3
（ＪＶの場合）
・構成員それぞれに加算点を算出し、その
平均点をＪＶの加算点とする。

以下に該当する場合，「Ｅ評価」とする，などの取り扱いとなりますので， 

十分留意して下さい。詳細は各工事の「技術提案書提出説明書」で確認。 

• 雇用の事実を確認できない場合 

• 事実と異なる記載が判明した場合 
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【留意点等】 

評価にあたっての諸条件は各工事の「技術提案書提出説明書」で必ず確認

して下さい。 

・環境保全の取り組みについては，ISO14001又はエコアクション21の

「認定書（登録書）の写し」の添付が必要です。 

 

ⅻ．保護観察対象者等の雇用の取り組み 

本店が地場内に所在し，協力雇用主として法務省福岡保護観察所に登録され，か

つ，保護観察対象者等を３カ月以上雇用している者を優位に評価します。 

 

 
 

【留意点等】 

評価にあたっての諸条件は各工事の「技術提案書提出説明書」で必ず確認

して下さい。 

・保護観察対象者等の雇用の取り組みについては，「社会貢献・地域貢献活動

評価証明（保護観察対象者等の雇用）」など，保護観察対象者等の雇用が証

明できる書類の添付が必要です。 

 

評価項目 評価内容 最大配点 配点区分
適用

回答様式

保護観察対象者等の
雇用の取り組み

・公告日時点において、協力雇用主として法務省福岡保護観
察所に登録されており、かつ、審査基準日以前１年間に、保
護観察中の者（同一者）または更生緊急保護中の者（同一
者）を通算３カ月以上雇用したことにより２段階評価

A：協力雇用主として登録があり、かつ、保護観察対象者等
の者を３カ月以上雇用
E：該当なし

０.５点
【２段階】
A：0.50
E：0.00

必須

様式１3

（ＪＶの場合）
・構成員それぞれに加算点を算出し、その平均点をＪＶの加
算点とする。

以下に該当する場合，「Ｅ評価」とする，などの取り扱いとなりますので， 

十分留意して下さい。詳細は各工事の「技術提案書提出説明書」で確認。 

• 雇用の事実を確認できない場合 

• 事実と異なる記載が判明した場合 等 

以下に該当する場合，「Ｅ評価」とする，などの取り扱いとなりますので， 

十分留意して下さい。詳細は各工事の「技術提案書提出説明書」で確認。 

•  「認定書（登録証）の写し」の添付漏れ 

• 有効期限が切れている場合 

• 取得の事実が確認できない場合 等 
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xiii．消防団協力支援の取り組み 

本店が地場内に所在し，福岡都市圏の市町の消防団事務局より「消防団協力

事業所」の認定を受けている者を優位に評価します。 

 
 

【留意点等】 

評価にあたっての諸条件は各工事の「技術提案書提出説明書」で必ず確認

して下さい。 

・消防団協力支援の取り組みについては，「消防団協力事業所表示証交付書」

や「消防団協力事業所表示証と会社名がわかる写真」のほか，各市町が公表

する「消防団協力事業所一覧」など，消防団協力事業所が証明できる書類

の添付が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価項目 評価内容 最大配点 配点区分
適用

回答様式

消防団協力支援の
取り組み

・公告日時点において、福岡都市圏(１０市７町)の
市町の消防団事務局より、「消防団協力事業所」の
認定を受けている者を２段階評価

A：消防団協力事業所の認定あり
E：認定なし

０.５点
【２段階】
A：0.50
E：0.00

必須

様式１3

（ＪＶの場合）
・構成員それぞれに加算点を算出し、その平均点
をＪＶの加算点とする。

以下に該当する場合，「Ｅ評価」とする，などの取り扱いとなりますので， 

十分留意して下さい。詳細は各工事の「技術提案書提出説明書」で確認。 

• 事実を確認できない場合 

• 事実と異なる記載が判明した場合 等 
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④  企業の信頼性・社会性 

   「企業の信頼性・社会性」に関する評価項目は，必須項目が１項目となってい

ます。 

 
 

 xⅳ．競争入札参加停止措置状況 
    福岡地区水道企業団競争入札参加停止等措置要領別表第１及び別表第２に

掲げる措置要件に該当し，一般競争入札参加停止及び指名停止（以下，競争入

札参加停止等）の措置を受けた者を減点評価します。 

 
 
■評価対象の事例 

 
 

【留意点等】 

評価にあたっての諸条件は各工事の「技術提案書提出説明書」で必ず確認

して下さい。 

・本企業団からの「競争入札参加停止措置の対象である旨の通知の写し」を

添付してください。 

 

 

区分 適用 技術評価項目 配点

企業の信頼性・社会性 必須 xⅳ．競争入札参加停止措置状況 -2

評価
項目

評価内容 配点 配点区分
適用

回答様式

競争入札
参加停止
措置状況

・公告日に、競争入札参加停止期間満了日の翌日を起
算日とする競争入札参加停止期間と同期間が係る場合
に、評価点を減点

A：該当なし
E：該当あり

-２点
【２段階】
A：0.00
E：-2.00

必須

様式１４

（ＪＶの場合）
・構成員それぞれに加算点を算出し、その平均点をＪ
Ｖの加算点とする。

指名停⽌管等６か⽉ 同期間６か⽉

事例１ 減点対象

事例２ 減点対象外

事例３
⼊札参加
資格なし

公告⽇

 指名停⽌等８か⽉ 同期間８か⽉

指名停⽌等４か⽉ 同期間４か⽉

以下に該当する場合，提出した評価点とならないことがありますので，十分

留意してください。 

•  事実と異なる記載が判明した場合 
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３－（４）技術提案書の作成と提出 

総合評価方式の対象工事に入札参加される場合，入札書のほか，設定された技

術評価項目に基づき，「技術提案書」を提出していただくことになります。 

以下に留意の上，「技術提案書」を作成し，提出して下さい。 
 

必須様式の提出がない場合，欠格となりますので，十分留意して下さい。 

 

技術提案書の作成にあたっては，個別工事の「設計図書」のほか，「入札説

明書（総合評価方式 共通事項）」，「入札説明書（個別事項）」，   「技術提案書提

 

特に，「技術提案書提出説明書」には，各技術評価項目の詳細な説明や減点措

置となる事項など，留意点なども記載していますので，技術提案書作成前に十

分確認して下さい。 
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４－（１）中立かつ公正な審査・評価の確保のために 
 

福岡地区水道企業団の総合評価方式の実施方針や複数の工事に共通する評価方法

を定めるとき， または，個別工事の落札者決定基準（技術評価項目，配点等）を

定めるときは， 品確法や地方自治法施行令第 167 条の 10 の 2 第 4 項により，

あらかじめ学識経験者の意見を聴いた上で決定することとされており，福岡地区水道

企業団では，学識経験者で構成される「福岡地区水道企業団総合評価技術審査委員

会」（以下「審査委員会」）を設置し， 審査委員会の審議を経て決定することとし

ています。 

また，審査委員会と連携して総合評価方式の適正かつ円滑な実施を図るため， 

市内部に「福岡地区水道企業団総合評価委員会」（以下「評価委員会」）を設置し，

審査委員会の意見に基づき評価委員会にて評価業務を行います。 

 

■ 福岡地区水道企業団の総合評価方式における技術評価体制 

 

◆ 中立かつ公正な審査・評価の確保 

〇総合評価方式（試行）を実施するにあたり，最も重要なことは中立かつ公

正な審査・評価が行われることです。 

福岡地区水道企業団においては，総合評価方式実施の各段階において，中立

の立場にある学識経験者に確認，意見聴取を行うとともに，評価業務を担う福

岡地区水道企業団職員による専門委員会を設置するなど，評価業務における恣

意的要素の排除や不正防止の徹底を図った上で，中立かつ公正な審査・評価体

制の確立を図っています。 

連携 

福岡地区水道企業団総合評価技術審査委員会（学識経験者） 

「福岡地区水道企業団総合評価委員会」と連携し， 

本企業団の総合評価実施方針や，個別工事の評価基準等に対する意見聴取を行う 

福岡地区水道企業団総合評価委員会（企業団内部） 

• 総合評価方式の実施方針（案）の審議 

• 個別工事の落札者決定基準（案）の審議 

• 個別工事の技術提案書の審査・評価 

• 技術提案不履行時のペナルティの決定 

• 技術評価に対する苦情申立の処理，実施上の問題処理 
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■ 個別工事の各段階における外部委員の審査等 
 

 

◆落札者決定基準の決定 

地方自治法施行令第167条10の2に基づき，
学識経験者の委員会へ諮り決定 

 

福岡地区水道企業団総合評価技術審査委員会 

（学識経験者） 

・落札者決定基準の審議・決定 

 

設計書起工 

 

 

・（制限付）一般競争入札 

 
 

 
入札書・技術提案書の提出 

◆見積，技術提案書の作成等 

※技術提案に係る質問・回答など 

 

◆技術評価 

福岡地区水道企業団総合評価委員会 

（企業団内部） 

・技術提案書の評価 

 
 

福岡地区水道企業団総合評価技術審査委員会 

（学識経験者） 

・評価結果を確認 

 

 
 

 

・評価者以外で構成する委員会 

で，技術評価点等の審査を行う 

 

 

 
・評価値を算定 

総合評価方式の実施の各段階におい       

て，外部委員会（学識経験者） の確

認を何度も受けながら進めていくこ

ととしています 

福岡地区水道企業団総合評価技術審査委員会 

（学識経験者） 
 

・落札者決定に関する審査 
（必要な場合開催） 

 

落札者決定・契約 
 

福岡地区水道企業団総合評価技術審査委員会 

（学識経験者） 

・最終結果を報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
約1.5～ 
２ヶ月程 

入   札   公  告 

開  札（落札候補者決定） 
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４－（２）公正な評価の確保 

総合評価方式は，技術評価が落札結果に影響することから，特に公正性の確保

が不可欠です。 

このため，「福岡地区水道企業団総合評価方式における公正な競争の確保に関す

る要綱」において，入札参加者の技術提案書の評価を公正に行うために，必要な

事項を定め， これらを厳格に実施することにより，不正行為を排除し公正な競

争の確保を図ることとしています。 

 

① 秘密の保持 
 

落札者決定基準作成から入札参加者の技術提案書の評価を経て，契約締結に至

るまでの一連の業務に携わる本企業団職員は，以下に示す総合評価に関する情報

について秘密を保持しなければなりません。 

 

 

 
 

② 落札者決定基準 
 

個別工事の落札者決定基準（技術評価項目，配点等）を定めようとするときは， 

中立の立場である学識経験者の意見を聴くものとし，落札者決定基準は，あらか

じめ入札公告で明らかにするものとします。 

 

 

 

 

その他公正な評価を害し，特定の者への便宜，利益又は不利益の誘導
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③ 技術提案書の評価等 
 

入札参加者の技術提案書の評価にあたっては，以下を徹底した上で業務にあた

ります。 

 

 

 

 

施工上の提案（以下「提案」という。）の評価は，福岡地区水道企業団

 

 

（技術評価委員，その他提案の評価事務に関わる者は，参加企業名は

分からない） 

福岡地区水道企業団

行い，入札参加者の技術評価点を確定する。 

受ける。 

評価結果は「福岡地区水道企業団総合評価技術審査委員会」の確認を経て決定！ 

落札者決定後，「福岡地区水道企業団総合評価 

技術審査委員会」に評価結果を報告 
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④ 不正な働きかけを受けた場合の対応 
 

■ 規程に基づく措置 

総合評価に関する業務において，「不正な働きかけ」又は「不正な働きかけか

判断に迷う要請」を受けた場合は，「職員への不正な働きかけ等に対する組織的

対応に関する規程」に基づき，厳正に対処することとします。 
 

■ 入札参加資格の失格 

不正な働きかけが行われたことが明らかとなった場合，当該働きかけを 

行った入札参加者および当該働きかけにより不正に利益を得る若しくは得たと

本市が認めた入札参加者はその資格を失うものとし，当該働きかけの内容を公

表します。 
 

 

不正な働きかけに関する事実を調査し公正職務審査委員会による審議の

結果，不正な働きかけであると認定された場合，不正な働きかけを行った

者に対して，次に掲げる措置を取ることがあります。 

不正な働きかけを行ったことに対する抗議 

不正な働きかけに関する刑事上の告訴又は告発 

不正な働きかけが行われた事実及び相手方の氏名等の公表

その他不正な働きかけに関して必要と認められる措置 

不正な働きかけ等を受けた場合の対応 

第５条 総合評価に関する業務に携わる職員は，総合評価に関する業務に 

おいて，不正な働きかけ又は不正な働きかけか判断に迷う要請を受けた

時は，「職員への不正な働きかけ等に対する組織的対応に関する規程」に基

づき対応するとともに，福岡地区水道企業団総合評価委員会に報告するもの

とする。 

２ 総合評価に関する業務に携わる職員または福岡地区水道企業団総合評

価技術審査委員会の委員に対して，不正な働きかけが行われたことが明ら

かとなった場合，当該働きかけを行った入札参加者および当該働きかけによ

り不正に利益を得る若しくは得たと本企業団が認めた入札参加者はその

資格を失うものとし，当該働きかけの内容を公表する。 
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◆ 公表する事項 

入札参加者名 

各入札参加者の入札価格 

各入札参加者の技術評価点（以下の区分により加算点内訳を公表） 

各入札参加者の評価値 

 

４－（３）評価結果の公表 

契約手続きの透明性を確保するため，技術評価項目や配点などの落札者決定基

準等については，あらかじめ入札公告において明らかにするとともに，落札者を

決定したときは，速やかに次に掲げる事項を公表します。 

 

 

 

 

 

 

 
評価区分 公表範囲 

提案項目 

技術提案 各項目の点数 

施工上の提案 各項目の点数 

地場企業の活用 各項目の点数 

企業評価
項目 

企業の施工能力 各項目の点数 

技術者の能力 各項目の点数 

社会貢献・地域貢献 各項目の点数 

企業の信頼性・社会性 項目の点数 

 

 

 

評価結果の公表は，福岡地区水道企業団契約担当部署での閲覧や本 

企業団ＨＰ上で行います。 
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◆ （参考：「施工上の提案」の場合） 

（凡例）審査結果：（１）最も注意すべき事項 

（凡例）審査結果：（２）具体的な対応策 

評価項目①；「○○工」における品質管理について，工事目的物の品質確保の観点からの提案 

 

４－（４）評価内容の詳細の開示 

「技術提案」と「施工上の提案」に関しては，各提案の加点の有無や審査理由

等を，当該技術提案書を提出した入札参加者自身に限定して開示します。 

具体的には，各提案を審査した内容（Ｐ１３～１４に記載する「○，△，－， 

×」の判定とその理由）を開示することとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 記載内容が妥当（加点対象） 

× 記載内容が不適当（加点なし） 

○ 追加提案（加点対象。履行義務あり） 

△ 
「最も注意すべき事項」を踏まえているが，標準案の範囲に留まる
（加点対象。履行義務あり） 

 

－ 
「最も注意すべき事項」が不適当，「最も注意すべき事項」を踏ま
えていない，「追加提案」としない提案に該当する，履行の具体性
や実現性が不明確等（加点なし。実施可能） 

× 採用できない（加点なし。実施不可） 

区分 審査結果 審査理由等 

最も注意
すべき事項 

○  

具体的な
対応策 

△ 仕様書に規定する範囲内に留まる。 

◆ 開示するイメージ（参考：「技術提案」の場合） 

 

 

（凡例）審査結果

○

△

－

× 採用できない（加点なし。実施不可）

追加提案（加点対象。履行義務あり）

着目点を踏まえているが，標準案の範囲に留まる（加点なし。実施
可能）

着目点を踏まえていない，「追加提案」としない提案に該当する，
履行の具体性や実現性が不明確等（加点なし。実施可能）

 評価項目①；○○について

提案 審査結果

（１） ○

（２） ○

（３） －

（４） △

（５） ×

審査理由等

関係者の了承が得られるか不透明

仕様書に規定する範囲内に留まる。

工事躯体の基本構造を変える提案であり，採用できない。
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４－（５）評価に係る問合せ等 

技術提案や施工上の提案等の評価に係る問合せを行うことができます。 

評価に係る問合せは，入札結果の公表の日の翌日から起算して２日（休日は含

まない）以内に受付け，受付期限の翌日から起算して３日（休日は含まない）以

内に回答します。 

 
詳細については，入札説明書（総合評価方式 共通事項）をご確認下さい。 
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５－（１）提案内容の履行義務 

総合評価方式においては，評価の対象となる施工上の提案等は落札者決定の要

素のひとつであり，競争入札の公平性を確保するため，落札者は提出した技術提

案等に基づき施工しなければならず，施工上の提案等に係る設計変更は原則とし

て行いません。 

契約の締結にあたっては，落札者の提案内容について契約上履行すべき事項で

ある旨，契約図書に明示します。ただし，加点対象とならなかった提案内容につ

いては，この限りではありません。その場合においても，契約図書にその旨明示

することになります。 

 

５－（２）不履行時のペナルティ 

履行義務のある落札者の提案内容について，もし落札者の責により履行できな

い場合は，以下のようにペナルティが発生します。ペナルティの実施については， 

「福岡地区水道企業団総合評価委員会」等により決定します。 

 

◆ 提案不履行時のペナルティ 
 

【工事成績評定の減点】 

• 工事成績評定から履行できなかった項目の配点数（満点）または得点

数を減点 

【競争入札参加停止等】 

• 不履行の内容等により，福岡地区水道企業団競争入札参加停止等措置

要領に基づく競争入札参加停止等の措置を行う。 

【違約金の徴収】 

• 提案内容の重要度等により違約金を徴収する場合があり，違約金の算

定は，以下の算式により行う。 

（Ｂ＋Ｃ２） 
違約金（税抜き） ＝ Ａ × （１ － ） 

（Ｂ＋Ｃ１） 

Ａ ： 入札価格 Ｂ ： 標準点（１００）  

Ｃ１ ： 入札時の提案内容に基づく加算点 

Ｃ２ ： 提案内容を実施できなかった場合の加算点 

・計算の過程では，小数点第４位未満切り捨て。また円未満切り捨て 
 

 

提案不履行の場合，「工事成績評定の減点」や「入札参加停止」，「違約

金」等の措置を受けます。 
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５－（３）提案内容の保護 

入札参加者の施工上の提案等については，提案内容が提案者の知的財産であるこ

とや，入札における競争性確保の観点から，提案内容に関する事項が提案者以外の者

に知られることのないように取り扱うものとし，公開することはありません。 

このため，契約図書に添付する施工上の提案等の資料についても，開示請求があ

っても公開することはありません。 

 

 
また，入札参加者の施工上の提案等については，その提案内容が一般的に使用さ

れる状態になった場合は，その後の本市発注工事において無償で使用できるものと

します。 

ただし，技術提案書の提出時に，入札参加者より，工業所有権等の排他的権

利を有する提案であるとの申し出を受け，かつ，それが認められた場合は，この限

りではありません。 

 

 
５－（４）技術者の配置 

本工事における技術評価項目「技術者の能力」において，技術提案書に提示し

た配置予定技術者の中から１名を，本工事の入札説明書に基づき監理技術者とし

て配置しなければならず，原則として途中交代はできません。 

ただし，監理技術者に関する諸規定に基づき，真にやむを得ない理由等により

途中交代が必要な場合は，発注者と協議を行い，工事の継続性・品質の確保等に

支障がないと認められた場合に限り交代を認めるものとし，原則として，次の全

ての事項を満たす者を配置しなければなりません。 

（１）本工事の入札説明書に定められた配置予定技術者に関する全ての条件 

を満足すること。（ただし，技術提案書提示の技術者に限らない。） 

【参考】施工上の提案の非公表について 

品確法に基づき，平成１７年８月２６日閣議決定された「公共工事の

品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針

について」第２ ３（２）により，『発注者は，民間の技術提案自体が提

案者の知的財産であることにかんがみ，提案内容に関する事項が他者に

知られることのないようにすること』と規定されている。 

各入札参加者の「提案内容」は開示しません（知的財産等のため） 
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（２）技術提案書「技術者の能力」の得点以上を獲得すること。 

【留意点等】 

「技術者の能力」に関する評価項目で加点評価された場合，落札者となった者

には履行義務が生じます。配置技術者の変更にあたり，上記の事項を満たすこ

とができない場合，他の技術提案等と同様，ペナルティが発生します。 
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入札公告時に提示する総合評価関連資料について 

 
総合評価方式による一般競争入札を行う場合，通常の入札公告時にも提示され

る入札説明書などの他に，総合評価方式特有の資料として，以下の資料も提示さ

れます。 

 

このうち，①については，「技術提案書」作成・提出にあたっての諸条件等が示

されており，中には，欠格やペナルティとなる事項についても記載されています

ので，熟読した上で，「技術提案書」作成にあたって下さい。 

 
なお，②，③については，「技術提案書」提出様式となりますが，提出部数は， 

②に係る様式が各６部，③に係る様式が各２部などとなります。詳細は入札公告

時に提示する資料をご確認下さい。 

 
上記①～③の資料は工事によって諸条件等内容が異なります。 

入札参加時には，必ず，当該工事の入札公告時に提示する資料を確認するように 

して下さい。 
 

 

 

① 技術提案書提出説明書 

② 技術提案書提出様式（提案項目 関連）excel 形式 

③ 技術提案書提出様式（企業評価項目 関連）excel 形式 

・その他（注意事項など） 

 

 
 

担 当 課 ： 福岡地区水道企業団 総務部 財務課 管理係 
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